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DISCLOSURE  2020

【秋の峰入り】（鶴岡市羽黒町）【秋の峰入り】（鶴岡市羽黒町）

霊場「出羽三山」は、推古元年（593）に第32代崇峻天皇
の御子である蜂子皇子によって開かれました。三山を開
かれるまでの皇子の難行・苦行を今に伝えるのが、羽黒
派古修験道であり、その最大の修行が秋の峰入りです。
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当組合の概要

■ ごあいさつ

■ 当組合のあゆみ（沿革）

■ 事業方針

■ 店舗一覧

■ 主要な事業の内容

  

  

  皆様には、日頃より格別のお引き立てを賜り、心より御礼申し上げます。 

  このたび、当組合の現況（令和１年度）をまとめましたので、ご理解を深めていただくための資料として、ご高

覧賜りたいと存じます。 

山形県医師信用組合は、山形県内の医業及びこれに関連する事業を営む中小企業の事業者の協同組織として、相

互扶助の精神に基づく金融の仲介を通じて組合員の経済活動を促進し、以って、組合員の経済的地位の向上を図る

という設立当初の経営理念に沿った営業活動を行っております。また、併せて、金融事業を通じて、山形県医師会

をはじめ各郡市地区医師会、関係諸団体ならびに組合員の皆様のお役に立ち、地域医療に貢献できる金融機関を目

指しております。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響などにより不透明な外部環境が続きますが、当組合は、今後も組合員の皆

様により充実した金融サービスをご提供できますようこれまで以上に経営の健全性の確保と経営基盤の強化に努め

てまいりますので、より一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申し上げます。 

山 形 県 医 師 信 用 組 合  

理事長 中 目 千 之 

昭和48年５月 山形県医師信用組合として設立、組合員数 426名、事務所 山形市香澄町二丁目9番19号 

       初代理事長 渡辺一男先生就任 

       （加盟団体） 全国信用組合中央協会、全国信用協同組合連合会 

昭和52年７月 医療金融公庫（現 独立行政法人福祉医療機構）代理店の指定を受ける 

平成３年７月 山形市荒楯町一丁目8番9号に事務所を移転 

平成20年７月 山形市松栄一丁目6番73号（現在地）に事務所を移転 

平成21年２月 信用組合共同センター(SKC)加盟 

全国信用組合データ通信システム・新コンピュータシステムに移行 

■基本理念 

１．県内医療業界内の金融の円滑化に寄与する。 

２．開業医および勤務医とその家族を含めた組合員の健全な経済的地位の向上に努める。 

３．県内医療業界全体の健全な発展に貢献する。 

■経営方針 

１．預金および貸出金の均衡ある増強を図るとともに、より高い金融機能の向上に努める。 

２．医療金融の大きな枠組みの中で、医療業界に一番身近な金融機関としての機能を果たせるように努める。 

３．協同組織金融機関として、全組合員に対する公平な運営に心掛けるとともに、堅実な経営を持続する。 

 

※１．当組合は、山形県一円を営業範囲としております。 

※２．当組合では、CD・ATMを設置しておりません。 

Ａ．預金業務 

  普通預金、通知預金、定期預金、定期積金等を取り扱っております。 

Ｂ．貸出業務 

  手形貸付、証書貸付を取り扱っております。 

Ｃ．有価証券投資業務 

  預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。 

Ｄ．付帯業務 

  代理業務：独立行政法人福祉医療機構の代理貸付業務 

店 名 住     所 電  話 ファクシミリ 

本  店 〒990-2473 山形県山形市松栄一丁目6番73号 023－666－5700 023－666－5701 
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■ 事業の組織

■ 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）

■ 総代会について

当組合の概要

  

 

  

   
 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

※職員出身者以外の理事の登用状況 

  当組合では、常務理事を除く職員出身者以外の理事9名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員意見の多

面的な反映に努めています。 

■総代会の仕組み（役割） 

 信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とし

た協同組合組織金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意思を決定する機関である「総

会」が設けられており、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて信用

組合の経営等に参加することができます。 

しかし、当組合は、組合員８１７名（令和２年３月末）と多く、総会の開催が困難なため、中小企業等協同組

合法及び定款の定めるところにより「総代会」を設置しています。 

総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映されるよう、組合員の中から適正な

手続きにより選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保しています。

また、総代会は、当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、剰余金処分、

事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行なわれます。

総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合経営に反映させ

る重要な役割を担っています。 

なお、当組合では総代会に限定することなく日常の営業活動を通じて総代や組合員とのコミュニケーションを

大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでいます。  

  

 

 

 

理 事 長

総 代 会

融 資 係 総 務 係預 金 係

監 事

理 事 会

常 務 会

常 務 理 事

専 務 理 事

（令和２年６月13日現在） 

理 事 長／中 目 千 之 専務理事／中 條 明 夫 常務理事／青 木   隆 

理  事／神 村 裕 子 理  事／三 條 典 男 理  事／粕 川 俊 彦 

理  事／本 間 清 和 理  事／吉 岡 信 弥 理  事／中 井 伸 一 

理  事／松 橋 昭 夫     

監  事／佐 野 隆 一 監  事／篠 原 正 夫 監  事／矢 島 恭 一 
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当組合の概要

■総代選挙までの流れ

公告
◇選挙区別の総代定数 ◇選挙人名簿の縦覧開始

◇選挙期日、投票時間 ◇投票場所

候補者の届出

○立候補者 ○推薦

総代候補者の公示

無投票当選
当 選

投 票

候補者の数が

定数を超える選挙区

候補者の数が

定数以内の選挙区

当選者の公示

組　　合　　員

山形県医師信用組合

総代会（最高意思決定機関）

総　　代

総代選挙

組合員の
意見集約 出席

選出

推薦立候補

審議 組合経営の意思決定

出資・預金・融資など

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

■総代の選出方法、任期、定数 

 総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるように、組合員の中から、定款及び

総代選挙規程に基づき、公正な手続きを経て選出されます。 

⑴ 総代の選出方法 

  総代は組合員であることが前提条件であり、総代選挙規程等に則り、各選挙区毎に立候補した方もしくは選

挙区内の組合員より推薦された方の中から、その選挙区に属する組合員により、公平な選挙を行い選出されま

す。なお、総代候補者の数が当該選挙区における総代定数を超えない場合は、投票を行わないでその候補者を

当選者としております。 

⑵ 総代の任期、定数 

総代の任期は２年となっております。なお、当組合では選挙区を12地区に分け、総代の選出を行っています。

総代の定数は、57人以上100人以内です。選挙区別の定数は、当該選挙区の組合員数と総組合員数の按分比に

より算出しております（令和２年３月31日現在の総組合員数は817人）。 
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■総代の選挙区、定数、総代数、総代氏名 

 （注1）氏名の後に就任回数を記載しております。 

(注2) 就任回数が１０回を超えている場合は◆で示しております。 

  

■総代会の決議事項 

 第47期通常総代会が、令和2年6月13日（土） 

午後4時30分より、山形市の山形市医師会館で開催

されました。当日は総代89名のうち、出席85名 

（うち書面議書による出席者32名）のもと、全議

案が可決・承認されました。 

【決議事項】 

第１号議案 

第47期（平成31年４月１日から令和２年３月31日

まで）事業報告書、貸借対照表、損益計算書、剰余

金処分案並びに附属明細書承認の件 

・満場異議なく、原案通り可決・承認されました。 

第２号議案 

令和２年度事業計画・収支予算案承認の件 

・満場異議なく、原案通り可決・承認されました。 

第３号議案 

　定款一部改正案承認の件 

・満場異議なく、原案通り可決・承認されました。 

第４号議案 

　任期満了に伴う理事及び監事全員選任承認の件 

・理事10名、監事３名が選出され、満場異議なく、 

 

可決・承認されました。また、選任された理事・監 

事の先生方は就任を承諾されました。 

第５号議案 

　退任役員に対する退任慰労金贈呈承認の件 

・内規に基づき贈呈することが、満場異議なく、可 

決・承認されました。 

 

【山形県医師信用組合 第47期通常総代会】 

 （令和２年４月１日現在）
 

選 挙 区 総 代 氏 名（敬称略、順不同） 

第１区山形大学医師会区 

総代数１名／ 総代定数１名 
金子 優② 

第２区山形市医師会区 

総代数28名／総代定数29名 

朝田 徹④、有川 卓④、板坂 勝良④、岡部 健二⑧、小松 芳之⑤、 

篠原 正夫③、白壁 昌憲③、鈴木 八郎⑥、武田 和夫◆、多田 悦巳⑧、 

橘 英郎◆、大道寺 七兵衛◆、土屋 義明①、鶴宮 康◆、冨塚 由美子② 

中島 久雄⑥、羽根田 敦◆、早坂 真喜雄④、林 淑子③、深瀬 滋③、 

古澤 信之⑩、松田 綵子⑤、門馬 孝⑤、矢尾板 信孝①、山口 登喜雄⑨、 

山口 佳子③、山田 修久⑥、吉村 信幸② 

第３区天童市東村山郡医師会区 

総代数７名／ 総代定数７名 

小幡 仁子③、神村 匡⑩、鞍掛 彰秀⑤、鳥居 伸行②、細谷 幸雄④、 

増子 邦彦⑤、目黒 光彦⑤ 

第４区寒河江市西村山郡医師会区 

総代数５名／ 総代定数５名 
安達 善裕④、板坂 美代子①、折居 和夫②、鈴木 明朗⑧、多田 清一⑤ 

第５区上山市医師会区 

総代数４名／ 総代定数４名 
渋谷 真一郎③、関根 智久③、原田 一博③、山口 寿功① 

第６区北村山地区医師会区 

総代数５名／ 総代定数５名 
吾妻 正章①、金村 應文①、後藤 恒男⑤、柴田 雄二④、八鍬 直⑧ 

第７区新庄市最上郡医師会区 

総代数３名／ 総代定数３名 
杵渕 篤④、佐藤 俊浩③、山科 昭雄⑥ 

第８区酒田地区医師会十全堂区 

総代数９名／ 総代定数９名 

阿部 正和④、岡田 恒弘④、尾形 浩④、酒井 朋久③、佐藤 顕⑦、 

眞田 淳⑥、菅原 貴子③、本田 陽子①、矢島 恭一③ 

第９区鶴岡地区医師会区 

総代数１０名／ 総代定数１０名  

上野 欣一◆、岡田 恒人①、齋藤 高志②、佐久間 正幸③、鈴木 正人②、 

武田 憲夫③、土田 兼史⑤、中村 秀幸⑤、本田 学①、三原 一郎④ 

第10区南陽市東置賜郡医師会区 

総代数５名／総代定数５名 
薄場 修④、大西 正一⑥、加藤 浩司④、門脇 仁①、金子 誠① 

第11区長井市西置賜郡医師会区 

総代数４名／総代定数４名 
大森 典夫⑨、桑島 一郎③、多田 久人③、外田 淳③ 

第12区米沢市医師会区 

総代数８名／総代定数８名 

石橋 正道⑥、石山 清司⑩、遠藤 一平◆、小林 正義③、髙橋 秀昭◆、 

大道寺 浩一⑤、仁科 盛之◆、松田 和久③ 

合   計 総代数 89名 ／ 総代定数 90名 
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■ 報酬体系について

当組合の概要

■ 組合員数・出資金の推移

１.対象役員 

 当組合における報酬体系の開示対象となる

「対象役員」は、非常勤を含む全理事および

全監事をいいます。対象役員に対する報酬等

は、職務執行の対価として支払う「基本報

酬」および「賞与」、在任期間中の職務執行

および特別功労の対価として退任時に支払う

「退職慰労金」で構成されております。 

（１）報酬体系の概要 

【基本報酬および賞与】 

 非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与に

つきましては、総代会において、理事全員およ

び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を

決定しております。 

 なお、賞与につきましては、非常勤を含む全

役員に対し、支給しておりませんが、支給の要

あるときは、前年度の業績等を勘案し、各理事

の賞与額は理事会、各監事の賞与額は監事の協

議により決定いたします。 

【退職慰労金】 

 退職慰労金につきましては、在任期間中に毎

期引当金を計上し、退任時に総会で承認を得た

後、支払っております。 

 なお、当組合では、全役員に適用される退職

慰労金の支払額につきましては、在任期間中の

役位および在任年数に基づき支給基準が規程で

定められており、支払時期および支払方法等に

ついては、総代会の決議により決定しておりま

す。 

（２）令和１年度における対象役員に対する報酬  

（単位：千円） 

区 分 支払総額 

対象役員に対する報酬等 6,650 

注1.対象役員に該当する理事は11名、監事は3

名です（期中に退任した者を含む）。 

注2.上記の内訳は、「基本報酬」6,000千円、

「退職慰労金」650千円となっております。 

  なお、「退職慰労金」は、当年度中に支払っ

た退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分

を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労

引当金の合計額です。 

 

（３）その他 

「協同組合による金融事業に関する法律施行規

則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等

に関する事項であって、信用協同組合等の業務

の運営または財産の状況に重要な影響を与える

ものとして金融庁長官が別に定めるものを定め

る件」（平成24年3月29日付金融庁告示第23

号）第1条第1項第3号および第5号に該当する事

項はありません。 

２.対象職員等 

 当組合における報酬体系の開示対象となる

「対象職員等」は、当組合の職員であって、対

象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を

受ける者のうち、当組合の業務および財産の状

況に重要な影響を与える者をいいます。 

 なお、令和１年度において、対象職員等に該

当する者はいませんでした。 

注1. 対象職員等には、期中に退職した者も含め

ております。 

注2. 「同等額」は、令和１年度に対象役員に支

払った報酬等の平均額としております。 

注3. 当組合の職員の給与、賞与および退職金は

当組合における「諸給与規程」に基づき支

払っております。 

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組

合組織の金融機関であり、業績連動型の報

酬体系のような自社の利益を上げることや

株価を上げることに動機づけされた報酬と

なっていないため、職員が過度なリスクテ

イクを引き起こす報酬体系はありません。

       

  （単位：人、百万円） 

区 分 
平成30年度末 令和１年度末 

組合員数 出資金額 組合員数 出資金額 

個 人 7 1 3 7 0 7 0 1 6 7 

法 人 1 1 3   ７ 1 1 6   ７ 

合 計 8 2 6 7 7 8 1 7 7 5 
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■ 経営環境・事業概況

事業の概況等

■ 主要な経営指標の推移

  

■金融経済環境 

 令和元年度の我が国経済は、内需の柱である個人消費や設備投資で雇用と所得環境の改善や高水準の企業収益が続

いたことにより底堅く推移する一方、外需の柱である輸出や生産も、海外経済の減速や情報関連財調整の影響により

一部に弱さがみられたものの年末には米国と中国との貿易交渉で部分的合意に至り一旦世界経済の不透明感が和ら

いだことなどを受けて、緩やかな回復が続きました。しかしながら、新年早々に本格化した新型コロナウイルスの感

染が予想以上に広がってインバウンド消費を含む国内消費活動に大きな影響を及ぼすこととなり、感染拡大の長期

化・深刻化のおそれを受けて、年度末にかけ景気を急激に下押しすることとなりました。 

 金融面においては、日本銀行によるマイナス金利政策が長期化するなかで、債券市場でも国債の利回りが引き続き

超低水準で推移したほか、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い与信費用の増加が懸念されるなど、金融機関を取り

巻く経営環境は更に厳しさを増しつつあります。 
 

■事業実績 

 こうした経営環境の中、当組合の期末預金残高は、組合員諸先生方ならびに各地区医師会、関連諸団体のご理解と

ご支援により、引き続き100億円台を維持し、対前期比＋5.18%、547百万円増加の11,108百万円となりました。一方、

期末貸出金は、県医師会会員の先生方向けの継続的な広報活動を実施いたしましたが、約定償還に伴う減少をカバー

するにとどまり、対前期比△0.15%、5百万円減少の3,741百万円の実績となりました。 

 収益面では、経常収益は、貸出金利息が前期比1百万円増加しましたが、預け金利息や有価証券利息配当金が利回

りの低下に伴って微減となったことなどにより、前期比0.6百万円減少の108百万円となりました。一方、経常費用は、

預金利息が微減となったことや、与信関係費用が前期比1百万円減少したことなどを要因として前期比2百万円減少の

75百万円となり、その結果、経常利益は前期比2百万円増加の33百万円、税引後の当期純利益も前期比2百万円増加の

24百万円を計上し、全体としては減収増益となりました。 

 また、経営の健全性を示す自己資本比率については、有価証券残高の増加などに伴ってリスク・アセットが増加し

たことから、対前期比1.75%低下の15.81%となりましたが、依然として高い水準を確保しております。 

 
■事業の展望及び対処すべき課題 

 当組合は、少人数体制で伝統的な預金・貸出金業務に特化する経営戦略により低コスト経営に徹しており、内国為

替や投資信託などの預り資産、保険等の取扱いもないため収益構造は極めてシンプルで、預金、貸出金ならびに有価

証券のボリュームと利回りで収益が決定される状況にあります。中でも有価証券利息配当金が余裕資金に占める割合

は6割を超えており、収益の中核を占めておりますが、日本銀行のマイナス金利政策により市場金利が低水準で長期間

推移していることから、有価証券での運用収益を確保することが難しくなっている点が課題となっております。 

 そのため、収益の向上を図るべく、預金と貸出金ならびに有価証券とのバランスのとれた運用を基本スタンスに据

えたうえで、新規組合員の開拓ならびに既往先深耕のための広報活動を継続的に実施し、特に貸出金の増加を通じた

預貸率の向上と預証率の低下により徐々に市場金利の影響を低減していくとともに、引き続き伝統的な医業向けの預

金・貸出金業務に特化することで、現在の厳しい収益環境下においても持続可能な経営基盤の維持に努める方針でお

ります。 

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。 

   ２．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

     （単位：千円） 

区   分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和１年度 

経  常  収  益 132,703 132,204 128,751 108,067 108,758 

経  常  利  益 56,712 54,438 49,478 30,271 33,038 

当 期 純 利 益 40,902 39,049 37,596 22,206 24,521 

預 金 積 金 残 高 10,383,515 10,567,967 10,507,950 10,560,782 11,108,583 

貸 出 金 残 高 2,898,244 2,785,364 3,191,306 3,747,322 3,741,425 

有 価 証 券 残 高 5,794,086 6,194,187 6,282,589 6,216,047 6,414,503 

総  資  産  額 11,818,550 11,932,346 11,897,002 12,000,098 12,472,400 

純  資  産  額 1,256,233 

 

1,218,027 

 

1,243,341 

 

1,288,158 

 

1,234,208 

 自 己 資 本 比 率 19.33 ％ 19.08 ％ 18.43 ％ 17.56 ％ 15.81 ％ 

出  資  総  額 80,970 80,460 79,000 77,790 75,270 

出 資 総 口 数 8,097口 8,046口 7,900口 7,779口 7,527口 

出資に対する配当金 3,202 3,225 3,158 3,107 3,009 

職   員   数 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 
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事業の概況等

■ 貸借対照表
（単位：千円）

科 目
金 額

科 目
金 額

平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 1,819 4,796 預 金 積 金 10,560,782 11,108,583

預 け 金 2,003,517 2,281,228 当 座 預 金 － －
買 入 手 形 － － 普 通 預 金 182,709 236,811

コ ー ル ロ ー ン － － 貯 蓄 預 金 － －

買 現 先 勘 定 － － 通 知 預 金 － －

債券貸借取引支払保証金 － － 定 期 預 金 9,704,641 10,110,729

買 入 金 銭 債 権 － － 定 期 積 金 673,189 760,819

金 銭 の 信 託 － － そ の 他 の 預 金 242 223
商 品 有 価 証 券 － － 譲 渡 性 預 金 － －

商 品 国 債 － － 借 用 金 － －

商 品 地 方 債 － － 借 入 金 － －

商 品 政 府 保 証 債 － － 当 座 借 越 － －

その他の商品有価証券 － － 再 割 引 手 形 － －

有 価 証 券 6,216,047 6,414,503 売 渡 手 形 － －
国 債 721,080 704,990 コ ー ル マ ネ ー － －

地 方 債 976,842 965,122 売 現 先 勘 定 － －

短 期 社 債 － － 債券貸借取引受入担保金 － －

社 債 4,307,347 4,436,288 コマーシャル・ペーパー － －

株 式 1,197 882 外 国 為 替 － －

そ の 他 の 証 券 209,580 307,220 外 国 他 店 預 り － －
貸 出 金 3,747,322 3,741,425 外 国 他 店 借 － －

割 引 手 形 － － 売 渡 外 国 為 替 － －

手 形 貸 付 － 29,000 未 払 外 国 為 替 － －

証 書 貸 付 3,747,322 3,712,425 そ の 他 負 債 30,074 32,747

当 座 貸 越 － － 未 決 済 為 替 借 － －

外 国 為 替 － － 未 払 費 用 12,396 12,042
外 国 他 店 預 け － － 給 付 補 填 備 金 1,925 3,049

外 国 他 店 貸 － － 未 払 法 人 税 等 9,570 10,382

買 入 外 国 為 替 － － 前 受 収 益 2,874 2,777

取 立 外 国 為 替 － － 払 戻 未 済 金 2,510 3,600

そ の 他 資 産 40,093 38,409 職 員 預 り 金 － －

未 決 済 為 替 貸 － － 先物取引受入証拠金 － －
全 信 組 連 出 資 金 20,000 20,000 先 物 取 引 差 金 勘 定 － －

前 払 費 用 － － 借 入 商 品 債 券 － －

未 収 収 益 14,105 13,779 借 入 有 価 証 券 － －

先物取引差入証拠金 － － 売 付 商 品 債 券 － －

先 物 取 引 差 金 勘 定 － － 売 付 債 券 － －

保 管 有 価 証 券 等 － － 金 融 派 生 商 品 － －
金 融 派 生 商 品 － － 金融商品等受入担保金 － －

金融商品等差入担保金 － － リ ー ス 債 務 － －

リ ー ス 投 資 資 産 － － 資 産 除 去 債 務 － －

そ の 他 の 資 産 5,988 4,630 そ の 他 の 負 債 798 895

有 形 固 定 資 産 3,530 4,024 賞 与 引 当 金 1,256 1,257

建 物 221 173 役 員 賞 与 引 当 金 － －
土 地 － － 退 職 給 付 引 当 金 10,895 12,224

リ ー ス 資 産 － － 役員退職慰労引当金 2,730 3,320

建 設 仮 勘 定 － － 特 別 法 上 の 引 当 金 － －

その他の有形固定資産 3,309 3,850 金融商品取引責任準備金 － －

無 形 固 定 資 産 134 134 繰 延 税 金 負 債 106,200 80,059

ソ フ ト ウ ェ ア 0 0 再評価に係る繰延税金負債 － －
の れ ん － － 債 務 保 証 － －

リ ー ス 資 産 － － 負 債 の 部 合 計 10,711,939 11,238,192

その他の無形固定資産 134 134 （ 純 資 産 の 部 ）
前 払 年 金 費 用 － － 出 資 金 77,790 75,270

繰 延 税 金 資 産 － － 普 通 出 資 金 77,790 75,270

再評価に係る繰延税金資産 － － 優 先 出 資 金 － －
債 務 保 証 見 返 － － 優先出資申込証拠金 － －

貸 倒 引 当 金 △12,366 △12,122 資 本 剰 余 金 － －

（うち個別貸倒引当金） 資 本 準 備 金 － －

そ の 他 資 本 剰 余 金 － －

利 益 剰 余 金 895,668 917,082

利 益 準 備 金 84,661 84,661
そ の 他 利 益 剰 余 金 811,006 832,421

特 別 積 立 金 778,159 798,159

（うち目的積立金） － －

当 期 未 処 分 剰 余 金 32,847 34,261

自 己 優 先 出 資 － －

自己優先出資申込証拠金 － －
組 合 員 勘 定 合 計 973,458 992,352

その他有価証券評価差額金 314,700 241,855

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 － －

土 地 再 評 価 差 額 金 － －

評価・換算差額等合計 314,700 241,855

純 資 産 の 部 合 計 1,288,158 1,234,208

資 産 の 部 合 計 12,000,098 12,472,400 負債及び純資産の部合計 12,000,098 12,472,400
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18．金融商品の時価等に関する事項 

令和２年３月31日における貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れる非上場株式等は、次表には含めておりません。

また、重要性の乏しい科目については記載を省略

しております。 
（単位：百万円） 

 貸 借 

対 照 表 

計 上 額 

 

時 価 

 

差 額 

（1）預 け 金(※1) 2,181 2,181 0 

（2）有 価 証 券    

満期保有目的の債券 － － － 

その他の有価証券 6,414 6,414 － 

（3）貸 出 金（※1） 3,741   

   貸 倒 引 当 金（※2）   △12         

 221 258,3 927,3 

金 融 資 産 計 12,324 12,448 123 

（1）預 金 積 金(※1) 11,108 11,147 39 

金 融 負 債 計 11,108 11,147 39 

 
（※１）預け金、貸出金及び預金積金の時価には、「簡便な計算

により算出した時価に代わる金額」を記載しております。 

（※２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を

控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価算定方法 

◇金融資産 

（１）預け金 

満期のない預け金については、時価と帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。満期のある預け金については、市場金利で

割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を

時価とみなしております。 

（２）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所又は取引証券会

社から提示された価格によっております。また、投

資信託は資産運用会社から提示された基準価格によ

っております。 

なお、変動金利付国債、当組合保証付私募債は保有

しておりません。 

（３）貸出金 

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対

応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除す

る方法により算定し、その算出結果を簡便な方法に

より算出した時価に代わる金額として記載しており

ます。 

①破綻懸念先債権等、将来キャッシュ・フローの見

積りが困難な債権については、それぞれの貸借対照

表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除

前の額。以下、「貸出金計上額」という。）  

②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上

額 

③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期

間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利

（LIBOR、SWAP）で割り引いた価額 

 

◇金融負債 

（１）預金積金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の

支払価額（帳簿価額）を時価とみなしております。

定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに

将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額

を一種類の市場金利（LIBOR、SWAP）で割り引いた価

額を時価とみなしております。 

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情

報には含まれておりません。 
（単位：百万円） 

区    分 貸借対照表計上額  

  0 ）１※（式株場上非

  02 ）２※（金資出合組

  02 計    合

（※１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから

時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）組合出資金（全信組連出資金等）のうち、組合財

産が非上場株式など時価を把握することが極めて

困難と認められるもので構成されているものにつ

いては、時価開示の対象とはしておりません。 

19．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のと

おりであります。これらには、「国債」、「地方債」、

「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」

が含まれております。以下、22まで同様であります。 

 

（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありませ

ん。 

（２）満期保有目的の債券に区分した有価証券はありま

せん。 

（３）その他有価証券 

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 
（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計 上 額 

取得原価 差  額 

株 式 0  0  0  

債 券 5,413  5,086  327  

国 債 704  594  110  

地 方 債 965  892  72  

短期社債 －  －  －  

社 債 3,743  3,599  144  

そ の 他 208  200  8  

小 計 5,622  5,287  335  

 

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】 
（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計 上 額 

取得原価 差  額 

株 式 －    －  －  

債 券 692  700  △7  

国 債 －  －  －  

地 方 債 －  －  －  

短期社債 －  －  －  

社 債 692  700  △7  

そ の 他 99  100  △0  

小 計 791  800  △8  

合 計 6,414  6,087  326  

（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく

時価により計上したものであります 

(※2) 
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20．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

 

21．当期中に売却したその他の有価証券は次のとおりで

あります。 

 
売 却 価 額 売 却 益 売 却 損 

0 百万円 0 百万円 － 百万円 

 

22．その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償

還予定額は次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 1年 以 内 1 年 超 5 年 超 1 0 年 超 

  5年以内 10年以内  

債 券 201 1,231 2,137 2,536 

国 債 － － 237 467 

地 方 債 － 101 435 428 

短 期 社 債 － － － － 

社 債 201 1,129 1,464 1,640 

そ の 他 － － 307 － 

合 計 201 1,231 2,444 2,536 

 

23．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

 

   産資金税延繰

 0 税業事払未 百万円 

 貸倒引当金損金算入限度額超過額 －  

  0 金当引与賞 

 退職給付引当金損金算入限度額超過額 3  

  0 金当引労慰職退員役

  － 他のそ 

 4 計合産資金税延繰  

   

   債負金税延繰

 その他有価証券評価差益 84 百万円 

 48 計合債負金税延繰  

   

 08 額純の債負金税延繰 百万円 
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（注１） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示未満を切り捨てて表示しています。 

（注２）出資金１口当たりの当期純利益  3,257円82銭 

 

     （単位：千円） 

科   目 平成30年度 令和１年度 科   目 平成30年度 令和１年度 

経 常 収 益 108,067 108,758 その他業務費用 －  －  

資 金 運 用 収 益 106,149  106,694  外国為替売買損 －  －  

貸 出 金 利 息 36,378  37,492  商品有価証券売買損 －  －  

預 け 金 利 息 1,221  1,038  国債等債券売却損 －  －  

買 入 手 形 利 息 －  －  国債等債券償還損 －  －  

コールローン利息 －  －  国債等債券償却 －  －  

買 現 先 利 息 －  －  金融派生商品費用 －  －  

債券貸借取引受入利息 －  －  その他の業務費用 －  －  

有価証券利息配当金 68,149  67,606  経 費 57,667 57,476 

金利スワップ受入利息 －  －  人 件 費 28,769  29,280  

その他の受入利息 400  557  物 件 費 28,795  28,106  

役務取引等収益 － － 税 金 102  89  

受入為替手数料 －  －  その他経常費用 1,843 76 

その他の役務収益 －  －  貸倒引当金繰入額 1,834  － 

その他業務収益 1,918  1,746  貸 出 金 償 却 －  －  

外国為替売買益 －  －  株 式 等 売 却 損 －  －  

商品有価証券売買益 －  －  株 式 等 償 却 －  －  

国債等債券売却益 －  －  金銭の信託運用損 －  －  

国債等債券償還益 3 － その他資産償却 －  －  

金融派生商品収益 －  －  その他の経常費用 8 76 

その他の業務収益 1,914  1,746  経 常 利 益 30,271 33,038 

その他経常収益 －  316  特 別 利 益 －  －  

貸倒引当金戻入益 －  243  固定資産処分益 －  －  

償却債権取立益 －  －  負ののれん発生益 －  －  

株 式 等 売 却 益 －  73  金融商品取引責任準備金取崩額 －  －  

金銭の信託運用益 －  －  その他の特別利益 －  －  

その他の経常収益 －  －  特 別 損 失 0 0 

経 常 費 用 77,795 75,719 固定資産処分損 0  0  

資 金 調 達 費 用 14,009  13,522  減 損 損 失 －  －  

預 金 利 息 12,776  12,195  金融商品取引責任準備金繰入額 －  －  

給付補塡備金繰入額 1,232  1,327  その他の特別損失 －  －  

譲渡性預金利息 －  －  税 引 前 当 期 純 利 益 30,271 33,038 

借 用 金 利 息 －  －  法人税、住民税及び事業税 8,161 9,063 

売 渡 手 形 利 息 －  －  法 人 税 等 調 整 額 △96 △546 

コールマネー利息 －  －  法 人 税 等 合 計 8,065 8,516 

売 現 先 利 息 －  －  当 期 純 利 益 22,206 24,521 

債券貸借取引支払利息 －  －  繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 10,640 9,740 

コマーシャル・ペーパー利息 －  －  特 別 積 立 金 取 崩 額 －  －  

   当 期 未 処 分 剰 余 金 32,847 34,261 

金利スワップ支払利息 －  －  

その他の支払利息 －  －  

役務取引等費用 4,276  4,643  

支払為替手数料 482 491 

その他の役務費用 3,794  4,152  
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■ 剰余金処分計算書 ■ 財務諸表の適正性・内部監査の有効性■ 財務諸表の適正性・内部監査の有効性

損益の状況・経営諸比率等

■ 業務粗利益

■ 業務純益

（単位：千円）

科 目 平成30年度 令和１年度

当期未処分剰余金 32,847 34,261

積 立 金 取 崩 額 - -

剰 余 金 処 分 額 23,107 24,009

利 益 準 備 金 - -

普通出資配当金 3,107 3,009

（ 配 当 率 ） （年4％の割合） （年4％の割合）

（うち記念配当率） - -

特 別 積 立 金 20,000 21,000

繰越金（当期末残高） 9,740 10,252

（注）当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３

項に規定する「特定信用組合」には該当していないので、法定監

査は実施しておりません。

私は、当組合の平成31年４月１日から令和２年３月31日まで

の第47期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余

金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効

性を確認いたしました。

令和２年６月15日

山 形 県 医 師 信 用 組 合

理事長 中目 千之

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

資金運用収益 106,149 106,694

資金調達費用 14,009 13,522

資 金 運 用 収 支 92,410 93,171

役務取引等収益 - -

役務取引等費用 4,276 4,643

役 務 取 引 等 収 支 △4,276 △4,643

その他業務収益 1,918 1,746

その他業務費用 - -

そ の 他 業 務 収 支 1,918 1,746

業 務 粗 利 益 89,781 90,274

業 務 粗 利 益 率 0.80% 0.75%

（注）業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定計平均残高×100

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

業 務 純 益 31,010 33,448

実 質 業 務 純 益 32,844 33,448

コ ア 業 務 純 益 32,841 33,448

コ ア 業 務 純 益

（除く投資信託解約損益）
32,841 33,448

■ 役務取引の状況

（単位：平均残高・百万円、利息・千円、利回・％）

項 目 平成30年度 令和１年度

平 均 残 高 利 息 利回 平 均 残 高 利 息 利回

資金運用勘定 11,137 105,749 0.94 11,969 106,694 0.89

うち貸出金 3,524 36,378 1.03 3,764 37,492 0.99

うち預け金 1,807 1,221 0.06 2,268 1,038 0.04

うち有価証券 5,805 68,149 1.17 5,916 67,606 1.14

資金調達勘定 10,171 14,009 0.13 10,966 13,522 0.12

うち預金積金 10,171 14,009 0.13 10,966 13,522 0.12

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

受取利息の増減 △2,836 545

支払利息の増減 △1,763 △487

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

役 務 取 引 等 収 益 - -

受入為替手数料 - -

その他の受入手数料 - -

その他の役務取引等収益 - -

役 務 取 引 等 費 用 4,276 4,643

支払為替手数料 482 491

その他の支払手数料 11 13

その他の役務取引等費用 3,782 4,138

■ 受取利息及び支払利息の増減

■ 資金運用勘定・調達勘定の平均残高等■ 資金運用勘定・調達勘定の平均残高等



- 14 -

損益の状況・経営諸比率等

■ 1店舗当たりの預金・貸出金残高■ 1店舗当たりの預金・貸出金残高

■ 職員１人当たりの預金・貸出金残高■ 職員１人当たりの預金・貸出金残高

■ 預貸率及び預証率

■ 総資産利益率

■ 総資金利鞘等

（単位：千円）

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

人 件 費 28,769 29,280

報酬給料手当 23,164 23,588

退職給付費用 1,406 1,329

その他 4,198 4,362

物 件 費 28,795 28,106

事 務 費 16,646 16,176

固 定 資 産 費 3,209 3,336

事 業 費 3,527 3,581

人 事 厚 生 費 482 161

減 価 償 却 費 1,485 1,590

そ の 他 3,443 3,259

税 金 102 89

経 費 合 計 57,667 57,476

（単位：％）

項 目 平成30年度 令和１年度

預貸率 期 末 35.48 33.68

期中平均 34.65 34.32

預証率 期 末 58.85 57.74

期中平均 57.06 53.94

（注１）預貸率＝貸出金÷（預金積金＋譲渡性預金）×100

（注２）預証率＝有価証券÷（預金積金＋譲渡性預金）×100

（単位：％）

項 目 平成30年度 令和１年度

総資産経常利益率 0.27 0.27

総資産当期純利益率 0.19 0.20

（注１）総資産経常利益率＝経常利益÷総資産（債務保証見返を除く）

平均残高×100

（注２）総資産当期純利益率＝当期純利益÷総資産（債務保証見返を除

く）平均残高×100

（単位：％）

項 目 平成30年度 令和１年度

資 金 運 用 利 回 (A) 0.95 0.89

資金調達原価率(B) 0.69 0.64

総資金利鞘(A)-(B) 0.26 0.25

（注１）資金運用利回＝資金運用収益÷資金運用勘定計平均残高×100

（注２）資金調達原価率＝（資金調達費用＋経費）÷資金調達勘定計

平均残高×100

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

1店舗当たりの預金残高 10,560,782 11,108,583

1店舗当たりの貸出金残高 3,747,322 3,741,425

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

職員1人当たりの預金残高 2,640,195 2,777,145

職員1人当たりの貸出金残高 936,830 935,356

項 目 平成30年度 令和１年度

そ の 他 業 務 収 益 1,918 1,746

国債等債券売却益 - -

国債等債券償還益 3 -

その他の業務収益 1,914 1,746

そ の 他 業 務 費 用 - -

国債等債券売却損 - -

国債等債券償還損 - -

その他の業務費用 - -

■ その他の業務損益の内訳

■ 経費の内訳



- 15 -

預金・貸出金の状況

■ 預金種目別残高（期末残高）

■ 預金者別預金残高

■ 貸出金科目別残高（期末残高）

■ 貸出金科目別残高（平均残高）

■ 貸出金金利区分別残高

■ 貸出金使途別残高

（単位：千円、％）

種 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

流動性預金 182,951 1.7 237,035 2.1

定期性預金 10,377,830 98.3 10,871,548 97.9

譲渡性預金 - - - -

その他の預金 - - - -

合 計 10,560,782 100.0 11,108,583 100.0

（単位：千円、％）

種 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

流動性預金 180,195 1.8 204,999 1.9

定期性預金 9,991,537 98.2 10,761,407 98.1

譲渡性預金 - - - -

その他の預金 - - - -

合 計 10,171,733 100.0 10,966,406 100.0

（単位：千円）

区 分 平成30年度 令和１年度

固定金利定期預金 9,704,641 10,110,729

変動金利定期預金 - -

そ の 他 の 預 金 - -

合 計 9,704,641 10,110,729

（単位：千円、％）

区 分 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

個 人 8,554,486 81.0 8,854,132 79.7

法 人 1,990,044 18.8 2,239,770 20.2

一 般 法 人 1,989,801 18.8 2,239,546 20.2

金 融 機 関 242 0.0 223 0.0

公 金 - - - -

任 意 団 体 16,251 0.2 14,680 0.1

合 計 10,560,782 100.0 11,108,583 100.0

（単位：千円、％）

科 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 - - - -

手 形 貸 付 - - 29,000 0.8

証 書 貸 付 3,747,322 100.0 3,712,425 99.2

当 座 貸 越 - - - -

合 計 3,747,322 100.0 3,741,425 100.0

（単位：千円、％）

科 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 - - - -

手 形 貸 付 37,685 1.1 27,100 0.7

証 書 貸 付 3,486,895 98.9 3,737,092 99.3

当 座 貸 越 - - - -

合 計 3,524,580 100.0 3,764,193 100.0

（単位：千円）

区 分 平成30年度 令和１年度

固 定 金 利 貸 出 856,470 927,191

変 動 金 利 貸 出 2,890,851 2,814,234

合 計 3,747,322 3,741,425

（単位：千円、％）

科 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

運 転 資 金 1,464,331 39.1 1,464,792 39.2

設 備 資 金 2,282,990 60.9 2,276,633 60.8

合 計 3,747,322 100.0 3,741,425 100.0

■ 預金種目別残高（平均残高）

■ 定期預金種類別残高



預金・貸出金の状況

■ 貸出金業種別残高・構成比

■ 貸倒引当金の内訳

■ 貸出金償却額

- 16 -

（単位：千円、％）

業 種 別 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

製 造 業 - - - -

農 業 ・ 林 業 - - - -

漁 業 - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - -

建 設 業 - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - -

情 報 通 信 業 - - - -

運輸業・郵便業 - - - -

卸売業・小売業 - - - -

金 融 ・ 保 険 業 - - - -

不 動 産 業 - - - -

物 品 賃 貸 業 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - -

宿 泊 業 - - - -

飲 食 業 - - - -

生活関連サービス業・娯楽業 - - - -

教育、学習支援業 - - - -

医 療 、 福 祉 1,823,093 48.65 1,738,799 46.47

その他のサービス - - - -

そ の 他 の 産 業 54,000 1.44 51,000 1.36

小 計 1,877,093 50.09 1,789,799 47.83

地 方 公 共 団 体 - - - -

個人（住宅・消費・納税資金等） 1,870,228 49.91 1,951,626 52.16

合 計 3,747,322 100.0 3,741,425 100.0

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：千円、％）

区 分 平成30年度 令和１年度

貸出金額 構成比 貸出金額 構成比

当組合預金積金 - - - -

有 価 証 券 - - - -

動 産 - - - -

不 動 産 1,717,829 45.9 1,709,384 45.7

そ の 他 - - - -

小 計 1,717,829 45.9 1,709,384 45.7

信用保証協会・信用保険 - - - -

保 証 1,687,509 45.0 1,682,005 45.0

信 用 341,983 9.1 350,035 9.3

合 計 3,747,322 100.0 3,741,425 100.0

（注）債務保証見返額は該当ありません。

（単位：千円、％）

科 目 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

消費者ローン 292,051 20.4 350,185 22.1

住宅ローン 1,139,951 79.6 1,236,255 77.9

合 計 1,432,002 100.0 1,586,440 100.0

（単位：千円）

区 分 平成30年度 令和１年度

一般貸倒引当金 個別貸倒引当金 合 計 一般貸倒引当金 個別貸倒引当金 合 計

期 首 残 高 10,531 - 10,531 12,366 - 12,366

当 期 増 加 額 12,366 - 12,366 12,122 - 12,122

当 期 減 少 額 10,531 - 10,531 12,366 - 12,366

うち目的使用 - - - - - -

うちその他 12,366 - 12,366 12,366 - 12,366

期 末 残 高 12,366 - 12,366 12,122 - 12,122

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

貸 出 金 償 却 額 - -

■ 担保種類別貸出金残高・債務保証見返額■ 担保種類別貸出金残高・債務保証見返額

■ 消費者ローン・住宅ローン残高



■ 有価証券種類別残高（平均残高）

- 17 -

有価証券等の状況

■ 有価証券種類別残高（期末残高）

■ 有価証券種類別・残存期間別残高

■ 有価証券等の時価情報

（単位：千円、％）

種 類 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 721,080 11.6 704,990 11.0

地 方 債 976,842 15.7 965,122 15.0

短 期 社 債 - - - -

社 債 4,307,347 69.3 4,436,288 69.2

株 式 1,197 0.0 882 0.0

外 国 証 券 - - - -

その他の証券 209,580 3.4 307,220 4.8

合 計 6,216,047 100.0 6,414,503 100.0

（注）当組合では、商品有価証券を保有しておりません。

（単位：千円、％）

種 類 平成30年度 令和１年度

金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 594,080 10.2 594,478 10.1

地 方 債 912,865 15.7 894,636 15.1

短 期 社 債 - - - -

社 債 4,164,757 71.8 4,210,789 71.2

株 式 948 0.0 902 0.0

外 国 証 券 - - - -

その他の証券 132,355 2.3 215,320 3.6

合 計 5,805,007 100.0 5,916,127 100.0

（注）社債には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。

（１）売買目的有価証券

（単位：千円）

区 分 1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超7年以内 7年超10年以内 10年超 期間の定めのないもの 合 計

国 債
平成30年度 - - - - 119,910 601,170 - 721,080

令和１年度 - - - - 237,710 467,280 - 704,990

地 方 債
平成30年度 - - 102,860 - 221,620 652,362 - 976,842

令和１年度 - 101,970 - - 435,150 428,002 - 965,122

短 期 社 債
平成30年度 - - - - - - - -

令和１年度 - - - - - - - -

社 債
平成30年度 201,960 307,200 618,636 935,045 429,540 1,814,965 - 4,307,347

令和１年度 201,410 101,620 1,027,708 720,479 744,180 1,640,890 - 4,436,288

株 式
平成30年度 - - - - - - 1,197 1,197

令和１年度 - - - - - - 882 882

外 国 証 券
平成30年度 - - - - - - - -

令和１年度 - - - - - - - -

その他の証券
平成30年度 - - - - 209,580 - - 209,580

令和１年度 - - - 104,890 202,330 - - 307,220

合 計
平成30年度 201,960 307,200 721,496 935,045 980,650 3,068,498 1,197 6,216,047

令和１年度 201,410 203,590 1,027,708 825,369 1,619,370 2,536,172 882 6,414,503

（単位：百万円）

区 分
平成30年度 令和１年度

貸 借 対 照 表 計 上 額 当事業年度の損益に含まれた評価差額 貸 借 対 照 表 計 上 額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

売買目的有価証券 - - - -
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有価証券等の状況

（２）満期保有目的の債券

（注１）時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。

（注２）「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。

（注３）上記の「その他」は、外国証券であります。

（注４）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、本表には含めておりません。

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

（４）その他有価証券

（注１）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。

（注２）「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。

（注３）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託であります。

（注４）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、本表には含めておりません。

（単位：百万円）

区 分 種 類

平成30年度 令和１年度

貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

時価が貸借対照表

計上額を超えるもの

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - - -

短 期 社 債 - - - - - -

そ の 他 - - - - - -

小 計 - - - - - -

時価が貸借対照表

計上額を超えないもの

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - - -

短 期 社 債 - - - - - -

そ の 他 - - - - - -

小 計 - - - - - -

合 計 - - - - - -

（単位：百万円）

区 分 種 類

平成30年度 令和１年度

貸借対照表

計 上 額

取 得 原 価

（償却原価）
差 額

貸借対照表

計 上 額

取 得 原 価

（償却原価）
差 額

時 価 が 貸 借 対 照 表

計上額を超えるもの

株 式 0 0 0 0 0 0

債 券 5,905 5,489 415 5,413 5,086 327

国 債 721 594 126 704 594 110

地 方 債 976 895 80 965 892 72

短 期 社 債 - - - - - -

社 債 4,207 3,999 207 3,743 3,599 144

そ の 他 209 200 9 208 200 8

小 計 6,115 5,690 425 5,622 5,287 335

時 価 が 貸 借 対 照 表

計上額を超えないもの

株 式 - - - - - -

債 券 99 100 △0 692 700 7

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - - -

短 期 社 債 - - - - - -

社 債 99 100 △0 692 700 7

そ の 他 - - - 99 100 0

小 計 99 100 △0 791 800 8

合 計 6,215 5,790 425 6,414 6,087 326

該当事項ありません



有価証券等の状況
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（５）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

（６）金銭の信託

（７）デリバティブ取引

（単位：百万円）

区 分
平成30年度 令和１年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

満期保有目的の債券 - -

非上場外国証券 - -

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 - -

子会社・子法人等株式 - -

関連法人等株式 - -

その他の有価証券 0 0

非上場株式 0 0

非上場外国証券 - -

合 計 0 0

該当事項ありません

該当事項ありません



- 20 -

資産内容の開示

■ 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

■ リスク管理債権及び同債権に対する保全額

（注１）｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている

債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

（注２）｢危険債権｣とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息

の受取りができない可能性の高い債権です。

（注３）｢要管理債権｣とは、｢３か月以上延滞債権｣及び｢貸出条件緩和債権｣に該当する貸出債権です。

（注４）｢正常債権｣とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣、｢要管理

債権｣以外の債権です。

（注５）｢担保・保証等（Ｂ）｣は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

（注６）｢貸倒引当金（Ｃ）｣は、｢正常債権｣に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

（注７）金額は、決算後（償却後）の計数です。

（注１）｢破綻先債権｣とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み

がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金」という｡）のうち､①会

社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者､②民事再生法の規定によ

る再生手続開始の申立てがあった債務者､③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者､④会社法の規定による特別清算開

始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

（注２）「延滞債権」とは、上記１及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予

したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

（注３）｢３か月以上延滞債権｣とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１及び２を除く）です。

（注４）｢貸出条件緩和債権｣とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１～３を除く）です。

（注５）｢担保・保証額(B)｣とは、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

（注６）｢貸倒引当金(C) ｣は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に

対する貸倒引当金は含まれておりません。

（注７）「保全率(B+C)/(A)」は、リスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証・貸倒引当金を設定している割合です。

（注８）これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前

の金額であり、全てが損失となるものではありません。

（単位：百万円）

区 分
債 権 額 担保・保証等 貸倒引当金 保 全 額 保全率(%) 貸倒引当金引当率(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） （Ｄ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ａ－Ｂ）

破産更生債権及び

これらに準ずる債権
平成30年度 - - - - - -

令和１年度 - - - - - -

危 険 債 権
平成30年度 - - - - - -

令和１年度 - - - - - -

要 管 理 債 権
平成30年度 26 - 0 0 0.33 0.33

令和１年度 25 - 0 0 0.33 0.32

不 良 債 権 計
平成30年度 26 - 0 0 0.33 0.33

令和１年度 25 - 0 0 0.33 0.32

正 常 債 権
平成30年度 3,720

令和１年度 3,715 不良債権比率(%)

合 計
平成30年度 3,747 平成30年度 0.71

令和１年度 3,741 令和１年度 0.68

（単位：百万円）

区 分
残 高 担保・保証額 貸倒引当金 保 全 率 (%)

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ＋Ｃ）/（Ａ）

破綻先債権
平成30年度 - - - -

令和１年度 - - - -

延 滞 債 権
平成30年度 - - - -

令和１年度 - - - -

３か月以上

延 滞 債 権

平成30年度 - - - -

令和１年度 - - - -

貸 出 条 件

緩 和 債 権

平成30年度 26 - 0 0.33

令和１年度 25 - 0 0.32

合 計
平成30年度 26 - 0 0.33

令和１年度 25 - 0 0.32
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その他の業務

■ その他の業務

■ 法令遵守態勢

■ リスク管理態勢

■内国為替

◇内国為替取扱実績

■国際業務

◇外国為替取扱高

◇外貨建資産残高

■証券業務

◇公共債引受額

◇公共債窓販実績

■代理業務

◇代理貸付残高

経営管理体制等

（１）基本方針

当組合は、医業における協同組織金融機関として、医師、医療機関及び組合員の先生方への金融業務を通じた地域医療の整備促

進並びに組合員の皆様の生活向上に貢献することを基本理念としております。そのため、お客様や地域社会から疑惑や不信を招く

ような行為を防止することはもちろんのこと、真に信頼される金融機関をめざして、役職員一同法令遵守の意識を徹底し、公共的

使命と社会的責任を常に自覚しながら日々健全な業務遂行に努めております。

（２）運営体制

当組合では、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、理事会および常務会において行動綱領のほか法令遵守

関連諸規程を整備して役職員の法令遵守意識の醸成や啓蒙を図るなど、一人ひとりがより高い倫理観を持って日々の業務運営に努め

る体制を構築しております。また、反社会的勢力との関係を遮断するために、反社会的勢力に対する基本方針のほか関連諸規程を整

備し、反社会的勢力との取引を排除する体制の強化にも努めており、適宜・適切に運営管理の改善や不正防止に努めております。

（１）リスク管理方針

当組合では、リスク管理を経営の重要課題の一つとして位置づけ、経営体力や自己資本の水準から許容できるリスク量の適正なコ

ントロールを行って、健全性の維持と収益性の向上の双方にバランスのとれた経営を目指しております。

（２）運営体制

当組合では、理事会および常務会においてリスク管理に関するモニタリング等を行うとともに、適切な改善指示を行って、リスク

管理の向上に努めております。

該当事項ありません

該当事項ありません

該当事項ありません

該当事項ありません

該当事項ありません

該当事項ありません
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■ 苦情処理措置・紛争解決措置■ 苦情処理措置・紛争解決措置

経営管理体制等

■苦情処理措置、紛争解決措置方針

当組合は、お客様からのお申出について、以下のとおり金融ADR 制度を踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公

平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めます。

１．お客様からの苦情等については、当組合の苦情等受付窓口で受け付けます。

２．お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係各部署との連携を図り、公

正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。

３．苦情等の受付対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切に取り扱いいたします。

４．お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の金融機関でも受け付けていますので、内

容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介し、その標準的な手続等の情報を提供します。

５．紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することができます。その際は、しんくみ

相談所の規則等を遵守し解決に取組みます。

６．顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、顧客サポート等

管理責任者が一元的に管理します。

７．反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基き、必要に応じ警察等関係機関との連携をとっ

た上、断固たる対応をとります。

８．苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基き業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。

９．苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握した上、苦情等の再発防止、未然防止に向

けた取組みを不断に行います。

■苦情等お問い合わせ窓口

当組合では、お客様により一層ご満足いただけるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりますので、お気軽にお申

し出ください。

苦情等のお申し出は当信用組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受付けています。（詳しくは、

当組合にご相談ください。）

相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を得たうえで、当該信用組合に対し迅速な

解決を要請します。

なお、仙台弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する以下の仲裁センター等で

紛争の解決を図ることも可能ですので、当組合またはしんくみ相談所へお申し出ください。また、お客様から直接仲裁

センター等へお申し出いただくことも可能です。

名 称 仙台弁護士会紛争解決支援ｾﾝﾀｰ 東京弁護士会紛争解決ｾﾝﾀｰ 第一東京弁護士会仲裁ｾﾝﾀｰ 第二東京弁護士会仲裁ｾﾝﾀｰ

住 所
〒980-0811

宮城県仙台市青葉区一番町2-9-18

〒100-0013

東京都千代田区霞ヶ関1-1-3

〒100-0013

東京都千代田区霞ヶ関1-1-3

〒100-0013

東京都千代田区霞ヶ関1-1-3

電 話 0 2 2 - 2 2 3 - 1 0 0 5 0 3 - 3 5 8 1 - 0 0 3 1 0 3 - 3 5 9 5 - 8 5 8 8 0 3 - 3 5 8 1 - 2 2 4 9

受付日

時 間

月曜～金曜（除：祝日、年末年始）

10：00～16：00

月曜～金曜（除：祝日、年末年始）

9：30～12：00、13：00～15：00

月曜～金曜（除：祝日、年末年始）

10：00～12：00、13：00～16：00

月曜～金曜（除：祝日、年末年始）

9：30～12：00、13：00～17：00

＜当組合へのお申出先＞

山形県医師信用組合

住 所：990-2473  山形県山形市松栄１丁目６番73号

電話番号：0 2 3 - 6 6 6 - 5 7 0 0

受 付 日：月曜から金曜（祝日及び当組合の休業日を除く）

受付時間：午前９：00～午後５：00

しんくみ相談所（一般社団法人 全国信用組合中央協会）

住 所：104-0031 東京都中央区京橋1-9-5

電話番号：0 3 - 3 5 6 7 - 2 4 5 6

受 付 日：月曜から金曜（祝日及び協会の休業日を除く）

受付時間：午前９：00～午後５：00



し苦情等受付窓口（本店）

お 客 様
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しんくみ相談所

経由で取次ぎ

理 事 会
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経営管理体制等

■ 反社会的勢力に対する取組み

■注記事項

上記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様もご利用いただけます。

仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な

地域で手続きを進める方法もあります。

①移管調停…東京以外の弁護士の仲裁センター等に事件を移管する。

②現地調停…東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議

システム等により、共同して解決に当たる。

※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁

センター等にご照会ください。

■当組合の苦情受付・対応体制

当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、

以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

１．組織としての対応

当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する役職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な

問題解決に努めます。

２．外部専門機関、関係機関との連携

当組合は、反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部

専門機関、および業域金融機関として県医師会、各郡市地区医師会と緊密な連携関係を構築します。

３．取引を含めた関係の遮断

当組合は、地域信用組合としての社会的責任を強く認識し、コンプライアンスを徹底するために組織として反社

会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当な要求に対しては、断固として拒絶します。

４．有事における民事と刑事の法的対応

当組合は、反社会的勢力による不当な要求に対しては、民事および刑事の両面から法的対抗措置を講じるなど、

断固たる態度で臨みます。

５．資金提供、不適切・異例取引および便宜供与の禁止

当組合は、いかなる理由があろうと、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、または不適切か

つ異例な取引および便宜の供与等は決して行いません。



お 客 様

金融円滑化管理相談窓口（金融円滑化管理担当者）

金融円滑化管理統括部門

金融円滑化管理責任者
（金融円滑化管理担当理事）

返済条件変更等に

係るご意見・ご要

望・苦情対応窓口

理 事 長

理 事 会

常 務 会
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■ 金融円滑化への取組み

経営管理体制等

平成21年12月４日に施行されました､｢中小企業等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律｣(金

融円滑化法）は平成25年３月で終了いたしましたが、当組合は、この法律の終了後も、当組合で定めた以下の「金融

円滑化管理方針」に則り、従来と同様の対応を継続してお客様の経営支援に努めております。

１．金融円滑化管理の目的

金融円滑化管理は、金融円滑化管理態勢の整備・確立に向けて、当組合が適切なリスク管理のもと、適切かつ節度

あるリスクテイクを行い、金融仲介機能を発揮していくことにより、当組合の信頼の維持および業務の健全性ならび

に適切性を確保することを目的とします。

２．当組合の金融円滑化管理態勢

⑴理事、理事会、常務会の役割・責任

①理事長は、当組合の金融円滑化管理態勢を統括し、金融円滑化管理に係る基本事項および必要事項を組合内に周

知します。

②理事会は、金融円滑化管理態勢の構築・推進のための基本的事項を定めた金融円滑化管理方針および金融円滑化

管理規程を策定するとともに、金融円滑化管理に関する重要事項を審議して、金融円滑化管理態勢を構築・推進

します。

③常務会は、金融円滑化に向けた当組合の対応状況の把握や管理態勢の整備に努めるとともに、理事会の補助的役

割を果たします。

④金融円滑化管理担当理事は、常務理事が務めることとし、理事会の決議に基づき、金融円滑化管理責任者として

金融円滑化管理態勢の整備および充実ならびに強化にあたります。

⑵金融円滑化管理責任者の役割・責任

①当組合における金融円滑化管理態勢の推進等について責任を有します。

②金融円滑化管理規程および金融円滑化マニュアル等の策定・見直しなど金融円滑化管理態勢に係る基本的事項を

立案します。

③研修等により金融円滑化管理の重要性および遵守すべき法令、内部規程等を役職員に周知します。

④法令に基づく金融円滑化管理の状況に関する説明書類の開示および監督当局に対する報告書類について管理し

ます。

⑶金融円滑化管理統括部門の役割・責任

①金融円滑化管理担当者と連携しつつ、金融円滑化管理に関する事項を一元的に管理・統括して、金融円滑化管理

態勢の充実・強化にあたります。

②金融円滑化管理のため、役職員対して必要な情報収集を行わせるとともに、必要な指示を行います。

③金融円滑化に関する申込み・相談・苦情（以下「相談等」といいます。）に対する検討・審査および回答につい

て、速やかな対応に努めます。

④金融円滑化に関する相談等窓口の運用状況を管理します。

⑤法令等に基づく金融円滑化管理状況に関する説明書類および報告書類を作成し、保存・管理します。

⑥金融円滑化管理態勢上の問題点について、適時・適切に金融円滑化管理責任者へ報告します。

⑷金融円滑化管理担当者の役割・責任

①金融円滑化管理統括部門と連携し、金融円滑化管理態勢の整備および推進に努めます。

②金融円滑化管理態勢上の問題点について、適時・適切に金融円滑化管理統括部門へ報告します。

⑸金融円滑化に関する相談窓口の設置

①金融円滑化に関する相談等窓口を設置します。

②金融円滑化に関する相談窓口の担当者は、金融円滑化担当者があたり、金融円滑化に関する相談管理簿に、顧客

からの相談等の内容を記録し、適時・適切に金融円滑化管理統括部門へ報告します。

■金融円滑化管理態勢に係る組織体制



経営管理体制等
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■ 地域貢献

■貸付条件の変更等の実施状況

貸付条件の変更等の実施状況（半期毎）につきましては、当組合のホームページに掲載していますのでご参照くだ

さい。（https://www.yama-ishishinkumi.co.jp/）

当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、「経営者保証に対する対応基本方

針」を定めて、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営

者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同

ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

■中小企業の経営支援に関する取組方針ならびに態勢整備の状況

「金融円滑化への取組み」の項をご参照ください。

■中小企業の経営支援に関する取組状況

（創業・新規事業開拓の支援、成長段階における支援、経営改善・事業再生・業種転換等の支援）

当組合では、医療機関(病医院)の開業準備、創業期、成長期、成熟期、承継期といったステージに応じた多様な資

金ニーズにお応えできる商品のご提供に努めているほか、融資審査にあたっても、診療科目や診療圏の特性を参考に

迅速かつ柔軟な対応を図るなど、医療業界の専門金融機関として、継続して金融サービスの向上に努めております。

■地域の活性化に関する取組状況

■地域に貢献する経営姿勢

医業界における業域信用組合である当組合は、組合員に対する金融サービスを通して、医療施設や医療設備の整備・

拡充など、地域医療の発展に寄与し、地域の方々が安心して暮らせる環境づくりに貢献してまいります。

■融資を通じた地域貢献

当組合は、医療施設の新規開設や医療施設の増改築、或いは医療機器をはじめとする医療設備の整備・拡充など、地

域医療の発展に向けた取組みを支援するため、融資業務を積極的に推進してまいります。

■経営者保証に関するガイドラインへの取組み

■中小企業の経営改善及び地域の活性化への取組み状況

該当事項ありません
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■自己資本調達手段の概要

発 行 主 体 山形県医師信用組合

資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 75百万円

(注)当組合の自己資本は、上記出資金のほか利益剰余金で構成

されております。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要

当組合では、これまで、内部留保による資本の積上げ等

を行うことにより自己資本を充実させてきており、経営の

健全性・安全性を充分に保っていると評価しております。

また、将来の自己資本の充実策につきましては、年度毎に

掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得ら

れる利益による資本の積上げを第一義的な施策と考えてお

ります。

■信用リスクに関する事項

(1)リスクの説明

信用リスクとは、取引先の財政状況の悪化等により、当

組合の資産価値が減少又は消失し、損失を被るリスクをい

います。

(2)管理態勢

信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクである

と認識のうえ、安全性、成長性、公共性、収益性、流動性

の５原則に従い厳正な与信判断を行うべく、与信業務の基

本的な理念や指針等を明示した「クレジットポリシー」及

び「信用リスク管理規程」を制定し、広く役職員に理解と

遵守を促すとともに、信用リスク管理を徹底しております。

(3)評価・計測

信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク

分散のほか、与信集中によるリスクを抑制するための大口

与信先管理や与信ポートフォリオ管理として自己査定によ

る債務者区分別管理などにより分析・管理しております。

また、信用リスク管理の状況については、必要に応じて常

務会、理事会等に報告し適切に対応する態勢を整備してお

ります。

なお、信用リスク・アセットの算出方法は、標準的手法

を採用しております。

(4)貸倒引当金の計算基準

貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当の計

上規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計

算しております。自己査定により区分した正常先債権及び

要注意先債権並びに要管理先債権については、貸倒実績率

又は税法基準に則り計算した金額を一般貸倒引当金として

計上し、破綻懸念先債権及び実質破綻先債権並びに破綻先

債権については、回収可能見込額を控除した債権額に相当

する額をそれぞれ個別貸倒引当金として計上しております。

(5)リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の

名称

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以

下の4機関で、すべて有価証券のみに採用しております。

また、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い

分けは行っておりません。

・株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ)

・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ)

・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's)

・Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（S&P) 

■信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リス

クを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、

有価証券担保、保証などが該当します。当組合では、融資

の取り上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業

環境、経営者の資質などさまざま角度から可否の判断をし

ており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的

な位置づけと認識しております。従って、担保又は保証に

過度に依存しないよう融資の取上げ姿勢には留意しており

ます。ただし、与信審査の結果、担保又は保証の必要性が

生じた場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただ

いたうえで、ご約定いただくなど適切な取扱いに努めてお

ります。また、当組合が扱う担保には、当組合の預金積金、

有価証券、不動産等があり、保証には人的保証等がありま

す。その手続については、「貸出細則」や「自己査定基準」

等を定め、適切な事務取扱いと適正な評価・管理に努めて

おります。なお、自己資本比率の算出方法を定めた告示で

定められている信用リスク削減手法には、適格担保として

自組合の預金積金が該当します。また、手形貸付、証書貸

付取引に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、

すべての与信取引の範囲内において預金相殺を用いる場合

がありますが、当組合が定める事務取扱要領や担保差入証

等の約定により適切な取扱いを行っております。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

に関する事項

該当ありません。

■証券化エクスポージャーに関する事項

該当ありません。

■オペレーショナル・リスク関する事項

(1)リスクの説明

オペレーショナル・リスクとは、内部プロセス・人・シ

ステムが不適切であること、若しくは機能しないこと又は

外生的事象が生起することから当組合に生じる損失にかか

るリスクをいいます。

(2)管理態勢

当組合では、事務リスク管理規程ならびにシステムリス

ク管理規程等を定め、組織体制や管理の仕組みを整備して

おります。また、必要に応じて常務会、理事会等に報告し

適切に対応する態勢を整え、リスクの未然防止や極小化に

努めております。

(3)オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法

の名称

当組合は、基礎的手法を採用しております。
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■出資等エクスポージャーに関する事項

(1)リスクの説明

出資等エクスポージャーに関するリスクとは、出資先等

の財務状況の悪化等により当組合の資産価値が減少又は消

失し、損失を被るリスクをいいます。

(2)管理態勢

当組合の出資等エクスポージャーに該当するものは、す

べて、当組合の業務運営上の必要性に基づくもので、上部

団体や親密金融機関に対する出資金及び株式であります。

これらの出資等エクスポージャーへの投資は、有価証券に

係る投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定すると

ともに、当組合が定める余資運用基準に基づき適正な運用

及び管理を行い、必要に応じて常務会、理事会に諮るなど

して、適切なリスク管理に努めております。

(3)評価・計測

財務諸表やディスクロージャー誌等を基に出資先の経営

状況、財務状況等を把握し、適切なリスク管理に努めてお

ります。

■金利リスクに関する事項

(1)リスクの説明

金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価

値の変動や、将来の収益に影響を及ぼすリスクを言います。

(2)管理態勢

具体的には、四半期毎に、運用・調達の銀行勘定を各期

間帯に振り分け一定の金利ショックを負荷した場合のリス

ク量を計測してリスクの現状を把握するとともに、経営陣

に報告を行っております。また、資産・負債の最適化に向

けたリスク・コントロールに努め、将来の金利変動リスク

に備えたリスク管理を厳格に行い、経営の健全化に取り組

んでおります。

(3)評価・計測

定期的に以下の金利リスクの算定手法に基づき計測、評

価を行い、必要に応じて対策を講ずる態勢としております。

(4)銀行勘定の金利リスク(IRRBB)の算定方法の概要

① 金利リスク計測方法

・ΔEVE（Economic Value Equity）

(経済価値ベースの金利リスク指標)

再評価法またはＧＰＳ法

・ΔNII（Net Interest Income）

(収益ベースの金利リスク指標)

金利ショックが、基準日から12ヶ月間の純金利

収入に与える影響額を計測

② 金利リスク計測の頻度

四半期毎

③ 計測対象金利感応資産・負債

「預け金」、「有価証券」のうち債券ならびに公社

債を運用対象とする投資信託、「貸出金」及び「預金

積金」

④ 金利ショックに関する説明

『協同組合よる金融事業に関する法律施行規則第六

十九条第一項第五号ニ等の規定に基づき、自己資本の

充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項

（平成十九年金融庁告示第十七号）』において通貨ご

とに規定された金利ショックを使用

⑤ ΔEVE、ΔNIIの集計方法

ΔEVE、ΔNIIが正となる通貨のみを単純合算

(ただし、日本円以外該当対象通貨はなし)

⑥ ΔEVE、ΔNII計測に使用する割引金利に与える金

利ショック幅

リスクフリー・レートに与える金利ショック

幅と同じ

⑦ ΔEVE、ΔNIIにおけるコア預金の取り扱い

・コア預金の考慮

考慮せず

・流動性預金に割り当てられた金利改定の平均

満期

0.000年

・流動性預金に割り当てられた最長の金利改定

満期

0.000年

⑧ ΔEVE、ΔNIIにおける固定金利貸出の期限前返済

の考慮

保守的な前提の反映により考慮

⑨ ΔEVE、ΔNIIにおける定期預金の早期解約の考慮

保守的な前提の反映により考慮

⑩ ΔEVE、ΔNIIにおける固定金利コミットメントラ

インの考慮

該当対象商品無し

⑪ 内部モデルの使用等、ΔEVE、ΔNIIに重大な影響

を及ぼすその他の前提

該当無し

⑫内部管理上使用している他の金利リスク算定手法

・ΔEVE、ΔNII以外に、金利リスクの算定手法とし

て分散共分散法によるVaR（バリュー・アット・

リスク）を使用し、月次で計測・管理

・VaRの算出にあたっては、観測期間5年、信頼区間

99％、保有期間3ヶ月として計測
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■自己資本の構成に関する状況

（単位：千円）

項 目 平成30年度 令和１年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （ １ ）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額 970,351 989,342

う ち 、 出 資 金 及 び 剰 余 金 の 額 77,790 75,270

う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 895,668 917,082

う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （ △ ） 3,107 3,009

う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 - -

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 12,366 12,122

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 12,366 12,122

う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 - -

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置

によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて

発行された資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア

資本に係る基礎項目の額に含まれる額

- -

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額

の四十五パーセントに相当する額のうち、経過措置によりコア

資本に係る基礎項目の額に含まれる額

- -

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （ イ ） 982,717 1,001,465

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （ ２ ）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ

に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額

134 134

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 - -

うち、のれん及びモーゲージ・サービ

シ ン グ ・ ラ イ ツ に 係 る も の 以 外 の 額

134 134

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - -

適 格 引 当 金 不 足 額 - -

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - -

負債の時価評価により生じた時価評価

差額であって自己資本に算入される額

- -

前 払 年 金 費 用 の 額 - -

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - -

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - -

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - -

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 - -

特 定 項 目 に 係 る 1 0 ％ 基 準 超 過 額 - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資

等に該当するものに関連するものの額

- -

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係る

も の に 限 る 。 ） に 関 連 す る も の の 額

- -

特 定 項 目 に 係 る 1 5 ％ 基 準 超 過 額 - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資

等に該当するものに関連するものの額

- -

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係る

も の に 限 る 。 ） に 関 連 す る も の の 額

- -

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ ロ ） 134 134

自 己 資 本

自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 982,582 1,001,330
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（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に

基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断す

るための基準（平成18年金融庁告示22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を

算出しております。

項 目 平成30年
度

令和１年度

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （ ３ ）

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 5,422,723 6,162,602

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ

れる額の合計額

- -

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - -

う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 - -

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額

の 合 計 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額

170,580 169,559

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 - -

オペレーショナル・リスク相当額調整額 - -

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 5,593,303 6,332,161

自 己 資 本 比 率

自 己 資 本 比 率 （ （ ハ ） ／ （ ニ ） ） 17.56% 15.81%
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■自己資本の充実度に関する状況

（注１）所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％

（注２）「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。

（注３）「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給

公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀

行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

（注４）「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソ

ブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャ

ーのことです。

（注５）「その他」とは、(ⅰ)～(ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。

（注６）オペレーショナル・リスクは、当組合では基礎的手法を採用しております。

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％

オペレーショナル・リスク＝ ÷ ８％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（注７）単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

（単位：百万円）

項 目
平成30年度 令和１年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット及び所要自己資本の額合計 5,422 216 6,162 246

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 5,422 216 6,162 246

（ⅰ）ソ ブ リ ン 向 け 90 3 90 3

（ⅱ）金 融 機 関 向 け 521 20 557 22

（ⅲ）法 人 等 向 け 1,992 79 1,962 78

（ⅳ）中小企業等・個人向け 173 6 211 8

（ⅴ）抵当権付住宅ローン 113 4 113 4

（ⅵ）不動産取得等事業向け - - - -

（ⅶ）三 月 以 上 延 滞 等 - - - -

（ⅷ）出 資 等 0 0 0 0

出 資 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 0 0 0 0

重要な出資のエクスポージャー - - - -

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通

出資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
- - 500 20

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る

調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
20 0 20 0

（ⅺ）その他 2,511 100 2,706 108

②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー - - - -

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポ

ージャー
- - - -

ルック・スルー方式 - - - -

マンデート方式 - - - -

蓋然性方式（250％） - - - -

蓋然性方式（400％） - - - -

フォールバック方式（1250％） - - - -

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるも

のの額 - - - -

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
- - - -

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 - - - -

⑦中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー - - - -

ロ．オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 170 6 169 6

ハ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額 （ イ ＋ ロ ） 5,593 223 6,332 253
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自己資本の充実の状況等について（定量的開示事項）

■ 及び証券化エクスポー

ジャーを除く）

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）
（単位：百万円）

（注１）「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高のほか、当座貸越等のコミッ

トメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

（注２）「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している者に係るエクスポージャ

ーのことです。

（注３）「その他」とは、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが

困難なエクスポージャーのことです。

（注４）ＣＶＡリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（注５）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

エクスポージャー区分

地域区分

業種区分

期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及びその他の

デリバティブ以外のオフ・バランス取引
債 券 デリバティブ取引 三月以上延滞エクスポージャー

平 成 3 0 年 度 令 和 1 年 度 平 成 3 0 年 度 令 和 1 年 度 平 成 3 0 年 度 令 和 1 年 度 平 成 3 0 年 度 令 和 1 年 度 平 成 3 0 年 度 令 和 1 年 度

国 内 11,579 12,150 3,747 3,741 5,589 5,786 - - - -

国 外 - - - - - - - - - -

地 域 別 合 計 11,579 12,150 3,747 3,741 5,589 5,786 - - - -

製 造 業 300 300 - - 300 300 - - - -

農 業 、 林 業 - - - - - - - - - -

漁 業 - - - - - - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - -

建 設 業 - - - - - - - - - -

電気、ガス、熱供給、水道業 - - - - - - - - - -

情 報 通 信 業 - - - - - - - - - -

運 輸 業 、 郵 便 業 902 802 - - 900 800 - - - -

卸 売 業 、 小 売 業 400 400 - - 400 400 - - - -

金 融 ・ 保 険 業 2,507 3,084 - - 499 799 - - - -

不 動 産 業 1,001 1,001 - - 1,000 1,000 - - - -

物 品 賃 貸 業 - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - - - - - - - -

宿 泊 業 - - - - - - - - - -

飲 食 業 - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - -

教 育 、 学 習 支 援 業 - - - - - - - - - -

医 療 、 福 祉 1,823 1,738 1,823 1,738 - - - - - -

そ の 他 の サ ー ビ ス - - - - - - - - - -

そ の 他 の 産 業 54 51 54 51 - - - - - -

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 2,495 2,492 - - 2,489 2,486 - - - -

個 人 1,870 1,951 1,870 1,951 - - - - - -

そ の 他 223 326 - - - - - - - -

業 種 別 合 計 11,579 12,150 3,747 3,741 5,589 5,786 - - - -

１ 年 以 下 2,254 2,566 51 85 200 200 - - - -

１ 年 超 ３ 年 以 下 516 383 216 183 300 200 - - - -

３ 年 超 ５ 年 以 下 1,093 1,660 394 660 699 1,000 - - - -

５ 年 超 ７ 年 以 下 1,509 1,139 609 438 900 700 - - - -

７ 年 超 1 0 年 以 下 1,340 2,043 639 744 700 1,299 - - - -

1 0 年 超 4,625 4,015 1,836 1,628 2,789 2,386 - - - -

期 間 の 定 め な い も の 20 20 - - - - - - - -

そ の 他 217 320 - - - - - - - -

残 存 期 間 別 合 計 11,579 12,150 3,747 3,741 5,589 5,786 - - - -
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自己資本の充実の状況等について（定量的開示事項）

額等

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の

（単位：百万円）

（注１）当組合は、山形県内に限定した事業活動を行っており、かつ、貸倒引当金の対象となる貸出金に係るエクスポージャーは国内に限定されて

いるので、「地域別」の区分は省略しております。

（注２）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

（注１）格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。

（注２）エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。

（注３）コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポー

ジャーは含まれておりません。

項 目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金
平成30年度 10 12 - 10 12

令和１年度 12 12 - 12 12

個 別 貸 倒 引 当 金
平成30年度 - - - - -

令和１年度 - - - - -

合 計
平成30年度 10 12 - 10 12

令和１年度 12 12 - 12 12

区 分

個別貸倒引当金

貸 出 金 償 却期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用 そ の 他

平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度

医 療 、 福 祉 - - - - - - - - - - - -

その他のサービス - - - - - - - - - - - -

そ の 他 の 産 業 - - - - - - - - - - - -

国・地方公共団体等 - - - - - - - - - - - -

個 人 - - - - - - - - - - - -

合 計 - - - - - - - - - - - -

告示で定めるリスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額

平成30年度 令和１年度

格 付 適 用 有 り 格 付 適 用 無 し 格 付 適 用 有 り 格 付 適 用 無 し

0 ％ - 1,795 - 1,895

1 0 ％ - 900 - 900

2 0 ％ 998 1,608 1,347 1,537

3 5 ％ - 323 - 323

5 0 ％ 2,404 - 2,304 -

7 5 ％ - 231 - 281

1 0 0 ％ - 3,311 - 3,254

1 5 0 ％ - - - -

2 5 0 ％ - 4 - 305

1 , 2 5 0 % - - - -

合 計 3,402 8,176 3,651 8,498
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自己資本の充実の状況等について（定量的開示事項）

■

◇信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

■証券化エクスポージャーに関する事項

■出資等エクスポージャーに関する事項

イ．貸借対照表計上額及び時価等

信用リスク削減手法に関する事項

（単位：百万円）

（注１）当組合では、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

（注２）上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエク

スポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含んでおりません。

（注３）「その他」とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。

（単位：百万円）

（注）全信組連向けの出資金については、非上場株式等に含めて記載しております。

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（単位：百万円）

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

信用リスク削減手法

ポ ー ト フ ォ リ オ

適格金融資産担保 保 証 ク レ ジ ッ ト ・ デ リ バ テ ィ ブ

平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度 平成30年度 令和１年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー - - 100 100 - -

①ソ ブ リ ン 向 け - - 100 100 - -

②金 融 機 関 向 け - - - - - -

③ 法 人 等 向 け - - - - - -

④中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け - - - - - -

⑤抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン - - - - - -

⑥不 動 産 取 得 等 事 業 向 け - - - - - -

⑦三 月 以 上 延 滞 等 - - - - - -

⑧出 資 等 - - - - - -

出資等のエクスポージャー - - - - - -

重要な出資のエクスポージャー - - - - - -

⑨そ の 他 - - - - - -

区 分
平成30年度 令和１年度

貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 株 式 等 0 0 0 0

非上場株式等 20 20 20 20

合 計 21 21 20 20

区 分 平成30年度 令和１年度

売 却 益 - 0

売 却 損 - -

償 却 - -

該当事項ありません

該当事項ありません
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自己資本の充実の状況等について（定量的開示事項）

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

■リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

■金利リスクに関する事項

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

（単位：百万円）

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社株式の評価損益ですが、

当組合では該当ありません。

（単位：百万円）

ＩＲＲＢＢ１:金利リスク

項番

ΔＥＶＥ ΔＮＩＩ

平成31年3月末

（前期末）

令和2年3月末

（当期末）

平成31年3月末

（前期末）

令和2年3月末

（当期末）

１ 上方パラレルシフト 534 513 6

２ 下方パラレルシフト 0 0 0

３ ス テ ィ ー プ 化 454 418

４ フ ラ ッ ト 化

５ 短 期 金 利 上 昇

６ 短 期 金 利 低 下

７ 最 大 値 534 513 6

８ 自 己 資 本 の 額 982 1,001 982 1,001

（注）1.金利リスクの算定手法の概要は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

2.「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第3号（2019年2月18日）による改正を受け、2020

年3月末からΔＮＩＩを開示することとなりました。このため、開示初年度につき、当期末分のみを開示してお

ります。

平成30年度 令和１年度

評 価 損 益 425 326

（単位：百万円）

平成30年度 令和１年度

評 価 損 益 - -

該当事項ありません



- 35 -

預金商品ならびに融資商品について

組合員の皆様の多様なニーズにお応えできるよう、各種の預金商品ならびにご融資の商品を取り揃えております。 

 なお、金利、条件等が変動する場合がありますので、最新の商品のご案内については当組合のホームページを

ご参照いただくか（https://www.yama-ishishinkumi.co.jp/）、当組合(℡023-666-5700)までお問合せください。 
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